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令和２年度決算に基づく地方公会計の概要について 

 

令和４年３月２５日 

千葉県総務部財政課 

電話 043-223-2076 

 

○ 県が保有する資産・負債や、行政サービスに要するコストなどについて、

企業会計の考え方を活用して明らかにするため、総務省が示した「統一的な

基準」により、令和２年度決算におけるバランスシート等の財務書類を作成

しました。 

○ 普通会計のバランスシートでは、令和元年度決算と比べて、 

・ 資産は、新型コロナウイルス感染症に係る国交付金等を多く受け入れた

ことなどにより、334 億円増の 4兆 2,111 億円 

・ 負債は、地方交付税の振替えとして発行している臨時財政対策債※の  

残高が増加したことなどにより、235 億円増の 4兆 486 億円 

・ その結果、純資産は、99 億円増の 1,625 億円 

となっています。 

※臨時財政対策債の元利償還金相当額は、後年度に全額交付税措置されます。 
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１ はじめに 

（１）意義・目的 

 ・ 地方公共団体は、公共の福祉の向上等を目的として、法令等に基づき徴収した税金

によって事業を実施しています。そして、事業に必要な予算の編成や執行にあたって

は、議会によるチェックが必要であることから、地方公共団体の会計は、予算額の  

増減や予算の執行状況を確認しやすい現金主義・単式簿記が採用されています。 

・ 一方、現金主義・単式簿記は、民間企業の会計で明らかにしている、資産・負債と

いったストック情報や、減価償却費・退職手当引当金を含むコスト情報が見えにくい

といった課題もあります。そこで、国は「統一的な基準」を策定し、各地方公共団体

の会計について、民間企業の会計が採用している発生主義・複式簿記の形でも示す  

よう推奨しており、千葉県においても、平成 28 年度決算から毎年「統一的な基準」に

基づく財務書類を作成しているところです。 

 

 

（２）財務書類の種類 

 

貸借対照表 

 （バランスシート） 

 県が保有している道路や学校等の有形固定資産や出資金・基金などの 

資産の状況と、地方債などの負債の状況、これらを差し引いた純資産の 

状況を表したものです。 

行政コスト計算書 
 当該会計年度の行政活動による発生コストと受益者負担などとの関係

を表したものです。 

純資産変動計算書  貸借対照表における純資産の期首から期末への変動を表したものです。 

資金収支計算書 
 経常的な行政経費や資産形成に係る経費などの区分ごとに、一年間の 

現金の変動要因を表したものです。 
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（単位：億円）

固定資産 40,230 固定負債 37,205

有形固定資産 31,098 地方債 33,742

事業用資産 8,777 長期未払金 51

インフラ資産 22,267 退職手当引当金 3,312

物品 54 損失補償等引当金 81

無形固定資産 4 その他 19

投資その他の資産 9,128 流動負債 3,281

投資及び出資金 1,334 1年以内償還予定地方債 2,835

長期延滞債権 114 未払金 7

長期貸付金 631 賞与等引当金 379

基金 7,283 その他 60

その他 ▲ 234 40,486

流動資産 1,881

795 純資産 1,625

98

85

904

▲ 1 1,625

42,111 42,111

※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。

　資産合計 　負債及び純資産合計

基金

　負債合計

純資産の部

現金預金

その他 　純資産合計

未収金

短期貸付金

資産の部 負債の部

　

２ 普通会計財務書類 

（１）貸借対照表（バランスシート） 

 貸借対照表は、基準日である令和 3年 3月 31 日時点において、県が行政サービスの

ために保有している道路や学校、出資金や基金などの資産に対し、将来世代の負担で

ある地方債などの負債と、資産から負債を除いた純資産の残高がどのくらいあるのか

を表したものです。 

□令和 2年度決算の貸借対照表（令和 3年 3月 31 日現在） 
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主なポイント 

○ 資産総額は 4兆 2,111 億円です。 
 内訳は、学校や道路橋りょうなどの有形固定資産が 3 兆 1,098 億円であり、資産の  

大半を占めています。 

 このほか、投資・出資金や貸付金などの投資その他の資産が 9,128 億円、現金預金や  

当該年度に調定した県税等の収入未済金からなる流動資産が 1,881 億円となっています。 

※県管理国道など県が所有していない資産（取得価額 1 兆 404 億円）については、統一的な基準に

従い、資産としては計上しておりません。しかしながら、これらの資産は、その整備費用を県が  

地方債等で負担しており、その負担分は負債の部に計上されます。 

○ 負債総額は 4兆 486 億円です。 

 このうち、支払期限が令和４年度以降である固定負債が 3 兆 7,205 億円、翌年度   

（令和３年度）中に支払期限が到来する流動負債が 3,281 億円となっています。負債の

主なものは、地方債や将来の退職手当の支払いに必要となる退職手当引当金などです。 

○ 純資産総額は 1,625 億円です。 

 純資産は、資産総額から、資産形成に当たって、将来の負担となる負債を除いている  

ので、これまでの世代が負担してきた額を示すことになります。 

 なお、地方交付税の振替のため発行を余儀なくされている臨時財政対策債を除いた 

場合、負債が 1兆 8,564 億円減少するため、純資産は 2兆 189 億円となります。 

※臨時財政対策債の元利償還金相当額は、後年度に全額交付税措置されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【用語の説明】 

○資産の部 

・事業用資産…県庁舎、学校や公の施設などの、行政サービスを提供するために使用される資産です。 

・インフラ資産…道路・河川等、システムまたはネットワークの一部であることなどの特徴を有し、住民の社会 
生活の基盤となる資産のことです。 

・物品…取得価額 50 万円以上の備品（車両等）です。 

・無形固定資産…県が保有するシステム等のソフトウェアを計上しています。 

・長期延滞債権・未収金…収入未済額のうち、前年度までに調定したものを長期延滞債権、当該年度に調定した 
ものを未収金として計上しています。 

・現金預金…地方公共団体の歳入歳出に属する現金である歳計現金及び地方自治体の所有に属さない現金、例えば、
入札保証金や職員の給与に係る所得税などの歳計外現金の残高を計上しています。 

○負債の部 

・長期未払金・未払金…債務負担行為のうち物件の引き渡し等によって確定した債務やＰＦＩ等の手法により整備し
た資産の債務に係る将来負担額です。 

・退職手当引当金…年度末に全職員が退職したと仮定した場合の退職手当支給見込額です。 

・損失補償等引当金…公社等に係る損失補償債務のうち、県が将来負担する可能性のある額として算定したもの 
です。 

・賞与等引当金…翌年度 6月に支払われる期末勤勉手当のうち、当該年度の負担相当額に対応する分です。 

・その他…ここでは、学校空調設備などのリース資産などを計上しています。 
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（単位：億円）

令和２年度 令和元年度 差額

固定資産 40,230 40,148 82

有形固定資産 31,098 31,244 ▲ 146

事業用資産 8,777 8,824 ▲ 47

インフラ資産 22,267 22,370 ▲ 103

物品 54 50 4

無形固定資産 4 5 ▲ 1

投資その他の資産 9,128 8,899 229

投資及び出資金 1,334 1,335 ▲ 1

長期延滞債権 114 119 ▲ 5

長期貸付金 631 660 ▲ 29

基金 7,283 7,019 264

その他 ▲ 234 ▲ 234 0

流動資産 1,881 1,628 253

795 610 185

98 61 37

85 91 ▲ 6

904 867 37

▲ 1 ▲ 1 0

42,111 41,777 334

令和２年度 令和元年度 差額

固定負債 37,205 35,923 1,282

33,742 32,251 1,491

51 58 ▲7

3,312 3,565 ▲253

81 25 56

19 24 ▲5

流動負債 3,281 4,328 ▲1,047

2,835 3,896 ▲1,061

7 7 0

379 386 ▲7

60 39 21

40,486 40,251 235
（21,922） （21,896） （26）

純資産 1,625 1,526 99

1,625 1,526 99

42,111 41,777 334　負債及び純資産合計

賞与等引当金

その他

　負債合計
(臨時財政対策債を除いた負債額）

純資産の部

　純資産合計

未払金

その他

　資産合計

負債の部

地方債

長期未払金

退職手当引当金

損失補償等引当金

その他

1年以内償還予定地方債

基金

現金預金

未収金

短期貸付金

資産の部

　

□貸借対照表の前年度比較  

  

  

 

 

  

  

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

  

※（ ）内は、地方債のうち臨時財政対策債を除いた金額です。 
※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。 



 - 7 -  

主なポイント（前年度比較） 

○ 資産のうち、有形固定資産は、令和２年度中に資産形成に投じた経費よりも資産の  

減価償却費が上回ったこと等により 146 億円減少した一方で、投資その他の資産は、  

基金が増加したことにより、229 億円の増加となりました。 

  一方、現金預金は、新型コロナウイルス感染症に係る国交付金等を多く受け入れた  

ことなどにより、185 億円の増加となりました。 

 これらの結果、資産総額では、前年度と比べ 334 億円の増加となりました。 

○ 負債のうち、固定負債は、地方債が臨時財政対策債残高の増加や、法人関係税の減収

に伴う減収補てん債の発行などにより、1,282 億円の増加となる一方、流動負債は、１年

以内に償還時期を迎える地方債が減少したことにより、1,047億円の減少となりました。 

 この結果、負債総額では 235 億円増加しました。なお、臨時財政対策債残高を除くと、

負債額は 26 億円増加となります。 

○ 純資産合計は 1,625 億円となり、前年度と比較して 99 億円増加しました。 

○ 県民１人当たりについて見ると、資産は 5 千円増の 66 万 6 千円（①66 万 1 千円）と

なっています。一方で、負債は 3千円増の 64 万円（①63 万 7 千円）となっています。 

 なお、臨時財政対策債を除いた県民１人当たりの負債額は、1 千円増の 34 万 7 千円 

（①34 万 6 千円）となっています。 
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（単位：億円）

令和２年度

経常費用　（A） 15,994

１　業務費用 7,494

(1)人件費 5,035

①職員給与費 4,300

②賞与等引当金繰入額 379

③退職手当引当金繰入額　等 356

(2)物件費等 2,118

①物件費 933

②維持補修費 523

③減価償却費　等 662

(3)その他の業務費用 341

①支払利息 243

②徴収不能引当金繰入額　等 98

２　移転費用 8,500

(1)補助金等 7,659

(2)社会保障給付 450

(3)他会計への繰出金　等 391

経常収益(B) 595

使用料・手数料等 595

純経常行政コスト (C)=(A)-(B) 15,399

臨時損失 (D） 120

１　災害復旧事業費 41

２　資産除売却損 23

３　損失補償等引当金繰入額　 56

臨時利益 (E) 0

資産売却益 0

純行政コスト (F)=(C)+(D)-(E) 15,519

※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。

区分

（２）行政コスト計算書 

 行政コスト計算書は、行政サービスに伴い発生する人件費や物件費などのコストと、

行政サービスの直接の対価として得られた使用料・手数料収入などとの関係を表した

ものです。 

 これにより、経常的な行政サービスに関して税収などで賄うべき行政コスト   

（純経常行政コスト）が明らかになります。 

□令和 2年度決算の行政コスト計算書  
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主なポイント 

○ 行政サービスのコストについては、教職員や警察官の人件費、市町村や各種団体への

補助金等が大きな割合を占めています。 

 使用料・手数料など、県が行政サービスの直接の対価として得ている経常収益は、  

経常費用の 3.7％であり、大部分は県税や地方交付税などにより賄われています。 

○ 人件費は、県職員のほか、県立学校や市町村立学校の教職員、警察官の人件費であり、

5,035 億円となりました。 

○ 移転費用は、社会保障関係経費や市町村への交付金など、県民や他団体等への支出金

であり、8,500 億円となりました。そのうち、補助金等は、「感染拡大防止対策協力金」

等の新型コロナウイルス対策経費が大幅に増加したことなどから、7,659 億円と    

なりました。 

○ 経常収益や臨時損益を含めた純行政コストは 1 兆 5,519 億円となり、また、県民１人

当たりの純行政コストは、24 万 5 千円（①20 万 2 千円）となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【用語の説明】 

・経常費用…毎会計年度、経常的に発生する費用を計上しています。 

・経常収益…収益に該当するもののうち、毎会計年度、経常的に発生する収益を計上しています。 

・人件費…県職員だけでなく、県立学校や市町村立学校の教職員、警察官の人件費です。当該年度の歳出のほか、 
退職手当及び期末勤勉手当については、翌年度以降に支払うべき額のうち、当該年度の勤務に対応する分を 
それぞれ引当金繰入額として計上しています。 

・物件費等…旅費や備品購入費、委託料などの「物件費」、資産の機能維持に必要な「維持補修費」、固定資産に 
係る時の経過等に伴う資産価値の減少である「減価償却費」などを計上しています。 

・その他の業務費用…上記以外の行政コストです。地方債と一時借入金の利息や、県が有する債権のうち、当該年度
に新たに将来の回収が見込まれなくなった額を「徴収不能引当金繰入額」として計上しています。 

・移転費用…社会保障給付や補助金など、県民や他団体等への支出金です。 

・臨時損益…経常的でない特別な事由に基づく損益が発生した場合に計上しています。災害復旧事業費、資産の 
売却等に伴う帳簿価額と売却額との差額などのことです。 

・純行政コスト…一会計期間中の費用から収益を控除したものです。 
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（単位：億円）

令和２年度

前年度末純資産残高 1,526

純行政コスト（▲） 15,519

財源 15,626

税収等 11,357

国県等補助金 4,269

本年度差額 107

資産評価差額 ▲ 5

無償所管換等 ▲ 3

本年度純資産変動額 99

本年度末純資産残高 1,625

※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。

区分

▲

（３）純資産変動計算書 

 純資産変動計算書は、会計期間中の期首から期末への純資産の変動要因を表した 

ものです。 

□令和 2年度決算の純資産変動計算書 

  

   

  

  

 

 

  

 

 

  

 

 

主なポイント 

○ 新型コロナウイルス対策経費等の純行政コストが大幅に増加した一方、緊急包括支援

交付金等の国庫補助金も増加したことなどにより、本年度末純資産残高は、前年度末に

比べ 99 億円増の 1,625 億円となりました。 

○ さらに、令和２年度に発行した臨時財政対策債 900 億円が、仮に全額地方交付税と   

して交付されていた場合には、（税収等が 900 億円増加するため）純資産変動額は   

2,525 億円の増加となります。 

 

 

 

 

 

 

 
  

【用語の説明】 

・前年度末純資産残高、本年度末純資産残高…貸借対照表における前年度末及び当該年度末の純資産残高です。 

・純行政コスト…行政コスト計算書における純行政コストです。 

・財源…地方税、地方交付税、地方譲与税を「税収等」とし、国庫支出金及び都道府県支出金を「国県等補助金」 
とに区分しています。なお、財産収入や、諸収入、行政サービスの直接の対価である収入（使用料・手数料など）、
貸借対照表における資産・負債の増減を伴う収入（貸付金・投出資金の回収・売却による収入など）は除きます。 

・資産評価差額…「出資金等の資産」と「その出資先の団体等の純資産に占める県の出資分」との差額です。 

・無償所管換等…無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額等のことです。 

【他財務書類との関係】 

・「純行政コスト」は、「行政コスト計算書」で計算した結果が記載されます。 

・また、この純資産変動計算書の結果である、「今年度末純資産残高」は、貸借対照表の純資産の値と一致します。 
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（単位：億円）
令和２年度

業務支出 15,578

１ 業務費用支出（人件費、物件費等） 7,078

２ 移転費用支出（補助金等、社会保障給付等） 8,500

業務収入（税収等、補助金等） 16,054

臨時支出 41

臨時収入 -

業務活動収支　（①） 435

投資活動支出（公共施設等整備費、基金積立等） 5,400

投資活動収入（補助金等、基金取崩収入等） 4,735

投資活動収支　（②） ▲ 665

財務活動支出（地方債償還） 3,899

財務活動収入（地方債発行） 4,329

財務活動収支　（③） 430

本年度資金収支額　（①＋②＋③） 200

前年度末資金残高 540

本年度末資金残高 740

前年度末歳計外現金残高 70

本年度歳計外現金増減額 ▲ 15

本年度末歳計外現金残高 55

本年度末現金預金残高 795

※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。

区分

（４）資金収支計算書 

 資金収支計算書は、経常的な行政経費や資産形成に係る経費などの行政活動区分 

ごとに、１年間の現金預金の変動要因を表したもので、企業会計におけるキャッシュ

フロー計算書に相当するものです。 

□令和 2年度決算の資金収支計算書 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主なポイント 

○ １年間の行政活動の結果、令和２年度中に歳計現金が 200 億円増加し、本年度末資金 

残高は 740 億円となりました。これに、預り金等の歳計外現金残高 55 億円を加えた  

795 億円が、本年度末現金預金残高となりました。 

 

 
  

【用語の説明】 

・業務活動収支…経常的な行政活動に係る資金収支のことです。具体的な支出項目には、人件費、物件費、補助金等 
などがあり、収入項目には、地方税、地方交付税などの税収等収入や補助金収入、使用料・手数料などがあります。 

・投資活動収支…投資及び出資金、貸付金、基金に係る支出とその財源や、貸付金元金回収による収入などを計上して
います。支出項目には公共資産整備に伴う支出、基金への積立に係る支出、貸付金支出を計上します。収入項目には、
補助金等収入、基金取崩収入、貸付金元金回収収入などを計上します。 

・財務活動収支…主に、地方債の発行や償還の収支などを計上しています。 

・歳計現金…当該年度の歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた額（形式収支）のことで、資金残高と一致します。 

・歳計外現金…特別徴収した県職員分の市町村民税や、県営住宅の敷金など、県の所有に属さない現金のことです。 
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３ 連結財務書類 

 県の普通会計及び公営事業会計 9会計の 10 会計、県の関係団体である一部事務組合等  

3 団体、地方公社 3団体、第三セクター等 29 団体の 35 法人、合わせて 45 会計・法人に

ついて、会計・法人間の内部取引を相殺した上、連結財務書類を作成しています。 

□本県における連結財務書類の対象範囲 

 

 

 
  

一般会計

財政調整基金

県債管理事業

自動車税証紙

地方消費税清算

市町村振興基金

母子父子寡婦福祉資金

心身障害者扶養年金基金事業

日本コンベンションセンター

国際展示場事業

小規模企業者等設備導入資金

就農支援資金

営林事業

林業・木材産業改善資金

沿岸漁業改善資金

奨学資金

国民健康保険事業

上水道事業

工業用水道事業

病院事業

造成土地管理事業

流域下水道事業

工業団地整備事業

港湾整備事業

土地区画整理事業

公
営
企
業
会
計

一
　
般
　
会
　
計
　
等

(

普
通
会
計

)

特
　
別
　
会
　
計

地方公社・

第三セクター

　　　　　等

一部事務組合

　・広域連合

公
営
事
業
会
計

千葉県住宅供給公社

その他・第三セクター等（29団体）

北千葉広域水道企業団

かずさ水道広域連合企業団

千葉県競馬組合

千葉県道路公社

千葉県土地開発公社

普

通

会

計

公
営
事
業
会
計
を
含
め
た
県
全
体

連

結

※特別会計公営競技事業については、平成 28 年度末に廃止したため、平成 29 年度決算から対象に含んでいません。 

※国民健康保険事業については、平成 30 年度決算から新たに対象となっています。 

※千葉県漁業信用基金については、比例連結割合の変更があったため、令和元年度決算から対象に含んでいません。 

※流域下水道事業については、令和 2年度会計から「公営企業会計」として新たに対象となっています。 
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（単位：億円）

57,589 53,008 4,581 59,832 55,276 4,556

有形固定資産 43,789 40,092 3,696 45,785 42,115 3,670

無形固定資産 2,235 1,922 313 2,502 2,194 308

投資その他の資産 11,566 10,994 572 11,544 10,967 577

流動資産 4,829 4,259 571 5,237 4,689 549

資産合計 62,418 57,267 5,151 65,070 59,965 5,105

固定負債 45,550 41,004 4,546 46,939 42,398 4,541

流動負債 4,065 4,903 ▲838 4,220 5,143 ▲923

負債合計 49,615 45,907 3,708 51,159 47,541 3,618

純資産 12,803 11,360 1,443 13,910 12,424 1,486

固定資産

令和２年度令和元年度 比較
区分

連結貸借対照表全体貸借対照表

令和２年度令和元年度 比較

（１）貸借対照表（バランスシート） 

□令和 2年度決算の貸借対照表（令和 3年 3月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

主なポイント 

○ 普通会計に、県立病院、企業局といった公営事業会計を含めた全体貸借対照表では、     

資産総額は 6 兆 2,418 億円（①5 兆 7,267 億円）、負債総額は 4 兆 9,615 億円（①4 兆    

5,907 億円）で、純資産総額は 1兆 2,803 億円（①1兆 1,360 億円）です。 

○ 公営事業会計を含めた県全体の全体貸借対照表に、県と連携協力して行政サービスを

実施している一部事務組合・地方三公社及び第三セクター等を加えた連結貸借対照表 

では、資産総額は 6 兆 5,070 億円（①5 兆 9,965 億円）、負債総額は 5 兆 1,159 億円      

（①4兆 7,541 億円）で、純資産総額は 1兆 3,910 億円（①1兆 2,424 億円）です。 

○ 流域下水道事業が新たに対象となったことや、有価証券の評価額の増などにより、  

全体では、資産総額は 5,151 億円増加、負債総額は 3,708 億円増加し、連結では、    

資産総額は 5,105 億円増加、負債総額は 3,618 億円増加しています。 

○ 連結貸借対照表の資産・負債について、県民１人当たりの額を見ると、資産は 102 万  

9 千円（①94 万 9 千円）で、負債は 80 万 9 千円（①75 万 2 千円）となっています。 

  

※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。 
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経常費用 22,277 22,917

１　業務費用 9,308 9,950

（１）人件費 5,383 5,505

（２）物件費等 3,442 3,574

（３）その他業務費用 483 871

２　移転費用 12,970 12,968

（１）補助金等 12,443 12,460

（２）社会保障給付 450 429

（３）他会計への繰出金　等 77 79

経常収益 2,085 2,699

（１）使用料・手数料等 2,085 2,699

純経常行政コスト 20,193 20,219

臨時損失 126 128

臨時利益 6 15

純行政コスト 20,314 20,332

　　　（単位：億円）

区分 全体行政コスト計算書 連結行政コスト計算書

（２）行政コスト計算書 

□令和 2年度決算の行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主なポイント 

○ 公営事業会計を含めた全体の純経常行政コストは 2 兆 193 億円（①1 兆 7,722 億円）

であり、前年度と比べて 2,471 億円の増加となりました。また、臨時損益も含めた全体

の純行政コストは 2 兆 314 億円（①1兆 7,730 億円）となりました。 

○ 連結の純経常行政コストは 2 兆 193 億円（①1 兆 7,748 億円）となり、また、連結の

純行政コストは 2 兆 314 億円（①1兆 7,759 億円）となりました。 

○ 県民１人当たりでは、全体の純行政コストは 32 万 1 千円（①28 万 1 千円）、連結の

純行政コストは 32 万 2 千円（①28 万 1 千円）となりました。 

 

 

  

※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。 
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（単位：億円）

前年度末純資産残高 11,360 12,424

純行政コスト（▲） ▲ 20,314 ▲ 20,332

財源 20,647 20,684

税収等 14,848 14,866

国県等補助金 5,799 5,818

本年度差額 333 353

資産評価差額 371 373

無償所管換等 737 731

その他 3 29

本年度純資産変動額 1,443 1,486

本年度末純資産残高 12,803 13,910

区分 連結純資産変動計算書全体純資産変動計算書

（３）純資産変動計算書 

□令和 2年度決算の純資産変動計算書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

主なポイント 

○ 本年度末純資産残高は、前年度末純資産残高と比べ全体純資産残高は 1,443 億円増の  

1 兆 2,803 億円、連結純資産残高は 1,486 億円増の 1 兆 3,910 億円となりました。 

 

 

 

 

 

  

※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。 
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（単位：億円）

全体資金収支計算書

業務支出 21,303

１ 業務費用支出(人件費、物件費等) 8,333

２ 移転費用支出（補助金等、社会保障給付等） 12,971

業務収入（税収等、補助金等） 22,440

臨時支出 41

臨時収入 76

業務活動収支 1,171

投資活動支出（公共施設等整備費、基金積立等） 6,047

投資活動収入（補助金等、基金取崩収入等） 4,852

投資活動収支 ▲ 1,194

財務活動支出（地方債償還等） 4,261

財務活動収入（地方債発行等） 4,889

財務活動収支 628

本年度資金収支額 605

前年度末資金残高 2,332

本年度末資金残高 2,937

前年度末歳計外現金残高 70

本年度歳計外現金増減額 ▲ 15

本年度末歳計外現金残高 55

本年度末現金預金残高 2,992

区分

（４）資金収支計算書 

□令和 2年度決算の資金収支計算書 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

主なポイント 

○ 令和 2 年度中に資金が 605 億円増加し、令和 2 年度末資金残高は 2,937 億円となり 

ました。 

 また、歳計外現金と合わせた令和 2年度末現金預金残高は 2,992 億円となりました。 

 

 

 

  

※連結資金収支計算書については、総務省の「統一的な基準による地方公会計マニュアル」により、当分の間は
作成しないことが許容されています。 

 

※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。 
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【参考１】固定資産台帳の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※表示単位未満を四捨五入し端数処理をしているため、合計額と合わない場合があります。 

※本表は固定資産台帳を勘定科目ごとに整理したものです。 

   固定資産台帳は資産毎に記載されています。 

   資産毎の固定資産台帳は、資産経営課ホームページで公表しております。 

 

  

普通会計 （単位：億円）

資産負債区分名称 取得価額等 減価償却累計額 期末簿価

事業用資産 15,294 6,517 8,777

土地 5,481 0 5,481

立木竹 108 0 108

建物 8,121 5,266 2,855

工作物 1,504 1,214 290

船舶 37 37 0

浮標等 0 0 0

建設仮勘定 43 0 43

インフラ資産 35,784 13,517 22,267

土地 9,663 0 9,663

建物 206 127 79

工作物 23,958 13,357 10,601

その他 36 33 3

建設仮勘定 1,921 0 1,921

物品 448 394 54

有形固定資産　合計 51,526 20,428 31,098

固定資産台帳
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指　標　名 算　　定　　式
H30年度決算
（全国順位）

R1年度決算
（全国順位）

R2年度決算

1 住民一人当たり資産額 資産合計／住民基本台帳人口
66.1万円
（46/47）

66.1万円
（46/47）

66.6万円

2 歳入額対資産比率 資産合計／歳入総額
2.10年

（37/47）
2.05年

（41/47）
1.64年

3
有形固定資産減価償却率
（資産老朽化比率）※1

　　　　　　　　　減価償却累計額　　　　　　　　　　　○
　有形固定資産合計－土地等非償却資産＋減価償却累計額

56.6%
（23/47）

58.0%
（25/47）

59.2%

※1…物品は含まない（非償却資産として取り扱うこととされている）

指　標　名 算　　定　　式
H30年度決算
（全国順位）

R1年度決算
（全国順位）

R2年度決算

4 住民一人当たり負債額 負債合計／住民基本台帳人口
63.8万円
（4/47）

63.7万円
（4/47）

64.0万円

5
基礎的財政収支
（プライマリーバランス）

業務活動収支（支払利息除く）
＋投資活動収支（基金積立支出・取崩収入除く）

97,859百万円
（5/47）

50,377百万円
（6/47）

31,428百万円

6 債務償還比率（※2）
　　　将来負担額－充当可能財源　　　　あ
　経常一般財源等－経常経費充当財源等

14.5年 15.6年 14.9年

※2…債務償還比率は、当面参考指標とすることとされており、各団体の数値は総務省HPでは公表されていないため、順位は不明。

指　標　名 算　　定　　式
H30年度決算
（全国順位）

R1年度決算
（全国順位）

R2年度決算

7 純資産比率 純資産／資産合計
3.6%

（42/47）
3.7%

（43/47）
3.9%

8 将来世代負担比率
　地方債残高（特例地方債（※3）除く）
  　 　有形・無形固定資産合計

58.3%
（31/47）

58.7%
（32/47）

59.6%

※3…特例的地方債は、臨時財政対策債、減収補てん債特例分、減税補てん債、臨時税収補てん債、臨時財政特例債を言う。

指　標　名 算　　定　　式
H30年度決算
（全国順位）

R1年度決算
（全国順位）

R2年度決算

9 住民一人当たり行政コスト 純行政コスト／住民基本台帳人口
20.1万円
（2/47）

20.2万円
（2/47）

24.5万円

指　標　名 算　　定　　式
H30年度決算
（全国順位）

R1年度決算
（全国順位）

R2年度決算

10 受益者負担比率 経常収益／経常費用
4.8%

（15/47）
4.8%

（13/47）
3.7%

【参考２】主な指標の状況 

 決算統計や地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）に  

基づく健全化判断比率など、既存の指標に加え、統一的な基準による地方公会計の情報

を用いて、地方公共団体が保有する資産・負債等に関する新たな指標を算出することに

より、財政状況を多角的に分析することが可能になります。 

（全国順位は、統一的なマニュアルに基づき財務諸表を作成した団体の中での順位） 

＜資産の状況（将来世代に残る資産はどのくらいあるか）＞ 

 

 

 

 

 

＜負債の状況（財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか））＞ 

  

  

 

 

 

＜資産と負債の比率（将来世代と現世代との負担の分担は適切か）＞ 

 

 

 

 

＜行政コストの状況（行政サービスは効率的に提供されているか）＞ 

 

 

＜受益者負担の状況（行政サービスの提供に対する受益者負担の水準はどうか）＞ 

 

 

 

⇒・住民一人当たりでみると、資産・負債・純資産のいずれも大きくはない 

・行政コストも全国的に見て小さく、比較的効率の良い行政運営が行われている状況 


